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令和３年（厚）第５２２号

令和４年６月３０日

主文
　本件再審査請求を棄却する。

事実
第１　再審査請求の趣旨
　再審査請求人（以下「請求人」という。）
の再審査請求の趣旨は、後記第３の４記載
の原処分の取消しを求めるということであ
る。
第２　事案の概要
　本件は、請求人が、受給権者である亡Ａ
が死亡したことにより、Ａの厚生年金保険
制度及び農林漁業団体職員共済制度の統合
を図るための農林漁業団体職員共済組合法
等を廃止する等の法律（平成１３年法律第
１０１号。以下「統合法」という。）附則第
１６条第１項の規定により、なお効力を有
するとされた、同附則第２条第１項第１号
に定める廃止前の農林漁業団体職員共済組
合法（以下「廃止前農林共済法」という。）
による支払未済の給付及び国民年金法（以
下「国年法」という。）による未支給年金並
びに厚生年金保険法（以下「厚年法」とい
う。）による未支給の保険給付（以下、廃止
前農林共済法による支払未済の給付及び国
年法による未支給年金と併せて「本件未支
給年金等」という。）を請求し、支給決定さ
れたところ、本件未支給年金等を受けるべ
き高順位者が判明したことを理由に支給決
定が取り消されたことを不服として、標記
の社会保険審査官に対する審査請求を経
て、当審査会に対し、再審査請求をしたと
いう事案である。
第３　本件再審査請求に至る経緯
　本件記録によると、請求人が本件再審査
請求をするに至る経緯として、次の各事実
が認められる。
１　Ａは、農林漁業団体職員共済組合法等
の一部を改正する法律（平成１２年法律
第２４号。）第２号の規定による改正前の
農林漁業団体職員共済組合法（以下「旧

農林共済法」という。）による退職共済年
金及び国年法による老齢基礎年金並びに
厚年法による老齢厚生年金の支給を受け
ていたところ、平成○年○月○日に死亡
したので、請求人は、Ａの死亡当時、同
人と生計を同じくしていた子であるとし
て、同年○月○日（受付）、厚生労働大臣
に対し、Ａに支給すべき本件未支給年金
等の支給を請求した。

２　厚生労働大臣は、平成○年○月○日付
けで、請求人に対し、本件未支給年金等
の支給を決定する旨の処分（以下「先行
処分」という。）をした。

３　利害関係人は、令和○年○月○日（受
付）、厚生労働大臣に対して、Ａの妻であ
るとして、本件未支給年金等の支給を請
求した。

４　厚生労働大臣は、令和○年○月○日付
けで、請求人に対し、「未支給年金請求に
おける先順位者が存在するため。」、同月
○日付けで、「さきに、あなたから請求の
ありました、下記の受給権者（注：Ａ）
の死亡に係る国民年金・厚生年金保険未
支給年金・未支給保険給付については、
平成○年○月○日付をもって支給決定し
たところですが、再び審査した結果、あ
なたよりも同給付を受けるべき順位が高
い方が判明したため、同決定を取り消し
たので通知します。」として、先行処分を
取り消す旨の処分（以下「原処分」とい
う。）をした。

５　請求人は、原処分を不服とし、標記の
社会保険審査官に対する審査請求を経
て、当審査会に対し、再審査請求をした。

第４　当事者等の主張の要旨
　（略）

理由
第１　問題点
１　旧農林共済法による年金である給付に
ついて、統合法附則第１６条第１項は、
「第４項、第８項から第１５項まで、第
１７項、第１９項及び第２０項の規定並
びにこの法律に規定する当該給付に関す
る規定を適用する場合を除き、廃止前農
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２３日年発０３２３第１号厚生労働省
年金局長通知）は、未支給年金及び未
支給保険給付の支給対象者が死亡者の
配偶者である場合について、その住所
が死亡者と住民票上異なっているとき
に、死亡者との生計同一関係が認めら
れるためには、次のア又はイの生計同
一要件を満たす必要がある（ただし、
これにより生計同一関係の認定を行う
ことが、実態と著しく懸け離れたもの
となり、かつ、社会通念上妥当性を欠
くこととなる場合には、この限りでな
い。）としている。
ア　現に起居を共にし、かつ、消費生
活上の家計を一つにしていると認め
られるとき

イ　単身赴任、就学又は病気療養等の
止むを得ない事情により住所が住民
票上異なっているが、次のような事
実が認められ、その事情が消滅した
ときは、起居を共にし、消費生活上
の家計を一つにすると認められると
き
ア　生活費、療養費等の経済的な援
助が行われていること

イ　定期的に音信、訪問が行われて
いること

⑵	　「ＤＶ被害者に係る遺族年金等の生
計同一認定要件の判断について」（令和
元年１０月３日厚生労働省年金局事業
管理課長事務連絡）は、配偶者からの
暴力（以下「ＤＶ」という。）の被害者
の場合について、ＤＶを避けるために
一時的な別居が必要になる場合がある
ことから、ＤＶ被害者に係る遺族年金
等の生計同一要件の判断に当たって
は、これまでの判例を踏まえつつ、上
記⑴記載の認定基準に則り、次の点に
留意して認定事務を取り扱うこととさ
れている。
ア　被保険者等の死亡時において以下
のアからエまでのいずれかに該当す
るために被保険者等と住民票上の住
所を異にしている者については、Ｄ
Ｖ被害者であるという事情を勘案し

林共済法の規定及びこの法律によって廃
止され、廃止されたものとされ、又は改
正されたその他の法律の規定（これらの
規定に基づく命令の規定も含む。以下こ
の項において「廃止前農林共済法等の規
定」という。）は、なおその効力を有し、
この場合において、廃止前農林共済法等
の規定の適用に関し必要な技術的読替え
その他廃止前農林共済法等の規定の適用
に関し必要な事項は、政令で定める。」と
規定している。
２　退職共済年金又は年金給付あるいは保
険給付の受給権者が死亡した場合におい
て、その死亡した者に支給すべき退職共
済年金又は年金給付あるいは保険給付で
まだその者に支給しなかったものがある
ときは、その者の配偶者、子、父母、孫、
祖父母、兄弟姉妹又はこれらの者以外の
三親等内の親族であって、その者の死亡
の当時その者と生計を同じくしていたも
のは、自己の名で、その支払未済の給付
又は未支給の年金給付あるいは保険給付
の支給を請求することができるが、支払
未済の給付又は未支給の年金給付あるい
は保険給付を受けるべき者の順位は、上
記の順序によることとされている（廃止
前農林共済法第２４条第１項、第２６条
第１項、第２８条第１項、国年法第１９
条第１項、第４項、国民年金法施行令第
４条の３の２、厚年法第３７条第１項、
第４項、厚生年金保険法施行令第３条の
２）。
３　本件において問題となるのは、本件に
おける具体的事実関係に照らして、本件
未支給年金等の受給について、請求人よ
りも利害関係人が先順位者であり、請求
人に対する本件未支給年金等の支給を取
り消すとした原処分が適正かつ妥当かど
うか、ということである。

第２　事実の認定及び判断
１　「略」
２　以上に基づいて、本件の問題点につい
て検討し、判断する。
⑴	　「生計維持関係等の認定基準及び認
定の取扱いについて」（平成２３年３月
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相談の上、Ａと別居し、同年○月○日
にはＡのＤＶについて○○警察署○○
課に相談し、更に平成○年○月○日に
は○○市長に住民基本台帳事務におけ
る支援申出を行ったこと、利害関係人
は、別居後、生活が成り立たなかった
ため、市役所に相談して生活保護を受
けてきたこと、以上の事実が認められ
る。
　上記認定事実によれば、利害関係人
は、ＡによるＤＶを回避するため、や
むを得ず別居し、生活保護を受けるこ
ととなったものと認められる。利害関
係人とＡとの別居は、Ａが死亡するま
で継続したが、この間、利害関係人が
ＡからＤＶを受けるおそれがなくなっ
たとはうかがわれないことからすれば、
その期間が○年以上に及んでいること
を考慮しても、別居の上、生活保護を
受けていたことをもってＡと生計を同
じくしていたことを否定することは不
当であり、Ａ死亡の当時、Ａと利害関
係人とは生計を同じくしていたと認め
るのが相当である。
　請求人が再審査請求において追加し
て提出した資料を併せて検討しても、
上記の判断は変わらない。

３　以上のとおり、原処分は妥当であって、
これを取り消すことはできない。
　よって、本件再審査請求は理由がない
から、これを棄却することとして、主文
のとおり裁決する。

て、被保険者等の死亡時という一時
点の事情のみならず、別居期間の長
短、別居の原因やその解消の可能性、
経済的な援助の有無や定期的な音
信・訪問の有無等を総合的に考慮し
て、上記⑴イに該当するかどうかを
判断する。
ア　配偶者からの暴力の防止及び被
害者の保護等に関する法律（平成
１３年法律第３１号。）に基づき裁
判所が行う保護命令に係るＤＶ被
害者であること。

イ　婦人相談所、民間シェルター、
母子生活支援施設等において一時
保護されているＤＶ被害者である
こと。

ウ　ＤＶからの保護を受けるために、
婦人保護施設、母子生活支援施設
等に入所しているＤＶ被害者であ
ること。

エ　公的機関その他これに準ずる支
援機関が発行する証明書等を通じ
てアからウまでの者に準ずると認
められるＤＶ被害者であること。

イ　上記アに該当するかについては、
裁判所が発行する保護命令に係る証
明書、公的機関その他これに準ずる
支援機関が発行する証明書を通じ
て、確認を行う。

ウ　ＤＶ被害に関わり得る場合であっ
ても、一時的な別居状態を超えて、
消費生活上の家計を異にする状態
（経済的な援助も、音信も訪問もない
状態）が長時間（おおむね５年を超
える期間）継続し固定化しているよ
うな場合については、原則として、
上記⑴イに該当していないものとし
て取り扱う。

⑶	　利害関係人が、Ａの死亡当時、Ａと
生計を同じくした者であったかどうか
についてみると、本件記録によれば、
利害関係人は、平成○年○月○日に配
偶者からの暴力の防止及び被害者の保
護に関する法律第１条第２項に規定す
る被害者として○○総合福祉相談所に




